
 

 

 

浜の活力再生プラン 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 加茂湖地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 伊藤 隆一 

  

再生委員会の 

構成員 

加茂湖漁業協同組合、佐渡市農林水産課 

オブザーバー 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部水産庁舎、新潟県漁業協同組合連合会両

津支所 

新潟県水産海洋研究所佐渡水産技術センター 

※再生委員会規約及び推進体制の分かる資料を添付すること。 

 

対象となる地域の範囲及び漁業の種類 

地域の範囲：佐渡市秋津、潟端、新穂潟上、吾潟、

原黒、両津湊、両津夷、両津福浦、加茂

歌代  

漁業の種類：カキ養殖業（58 名）・小型定置網漁業

（9 名）・刺し網漁業（13 名）・小型機

船底曳き網漁業（18名） 

【合計 98名】 

 

２  地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

 当地域は、佐渡島中部の周囲１７ｋｍの加茂湖に面しており、加茂湖は、海水と淡水とが混ざ

り合う汽水湖として栄養豊富な漁場を有している。 

主な漁業種類は、カキ養殖業である。漁業者の高齢化やカキ剥き作業者の減少により昭和５０

年代には約１８０名であった正組合員数は、平成２７年度には５８名まで減少し、経営筏の台数

も昭和５０年代の約２，０００台から、平成２７年度には５１９台まで減少している。それに伴

い、水揚げ金額も、昭和５０年代には年間約３．１億円であったが、平成２７年度には約１.２

億円となっている。今後は、加茂湖産カキの品質や付加価値の向上、新たな販路の開拓や加茂湖

産カキの PR を通して、販売単価のアップ、水揚げ高の増加を図ると共に、カキ以外のアサリや

ナマコといった資源を有効活用し、漁業者の所得向上を図っていく必要がある。併せて、新規就

業者を増やしていくことが求められている。 

栄養豊富な汽水湖である加茂湖では、他の産地よりカキの成長が早く、種カキを筏に垂下して

から約１年で出荷サイズまで成長する。これにより、加茂湖産カキは臭みが少なく、カキの旨味

を味わうことができる。しかし、カキの出荷先のほとんどが卸売市場のため、消費者へ加茂湖産

カキの特徴が PR できていない現状がある。今後、卸売業者・流通業者・量販店や旅館、飲食店

と協力して加茂湖産カキの PR を進め、ブランド力のアップを図り、販売単価の向上へつなげて

いく必要がある。 

カキの生産は、漁業者毎に行われており、剥き身で 1kg の袋詰め出荷が主となっている。ま

た、小規模経営体が多く、カキ剥きや袋詰め等の出荷作業はほぼ手作業で行われている。剥いた

身は、大まかにサイズ分けして袋詰めされる。身が小さいものや傷物等の規格外のカキは、価格

が安く、量もまとまらないため、市場出荷されず、収入に繋がっていない。出荷先は主に新潟市

の卸売市場であるが、競りや相対等で価格が決められているため、価格が安定しない課題があ

る。また、個々の漁業者で出荷の規格や荷姿が統一されていないため、漁業者間で価格に差が生

じている。 

県内の量販店・卸業者等からは、剥き身カキを 150g に袋詰めしたものが要望される。量販店

と取引ができると、市場出荷に比べ、安定した販売単価での取引が期待できる。しかし、前述の

通り漁業者間で出荷規格等が統一されていないこと、機械化等による作業の効率化が図られてい

ないことから、150g 等の小袋の量をまとめて出荷することができず、県内量販店からの要望に

十分には対応できていない。 

殻付カキについては、個々の漁業者が島内の旅館・店舗と取引しており、販売単価は良いもの

の取引は少量に留まっている。殻付きカキは卸売業者・飲食店等からの要望も多いが、付着物の



洗浄等出荷の手間がかかるため、個々の漁業者では大量出荷に対応できない。また、筏で生育す

るカキは、大きく重いものから落ちやすい傾向がある。落ちたカキを回収し、殻付カキとして出

荷できれば収益向上が見込まれ、落ちたカキの腐敗防止等による環境改善も期待できる。 

剥いた後に残ったカキ殻については、漁協の処理工場で粉砕加工し、水道水のｐH 調整剤とし

て販売している。しかし、処理にかかるコストが高く、そのコストが組合員の負担となってい

る。新たな商品開発による販売単価の向上とコスト削減が必要となっている。 

 また、加茂湖ではカキ以外にも、アサリとナマコを漁獲している。カキ養殖は、水揚げが１１

月～３月頃であるが、アサリはカキの収穫がない夏場に漁期を迎える。年間を通した収入の確保

のため、アサリについては種苗放流を実施して資源保護に努めてきたが、平成２１年の赤潮発生

を機に、放流を見合わせており、種苗の確保、放流が課題となっている。ナマコ漁については、

平成１８年には、６９ｔ、４，６００万円の漁獲金額であったが、平成２５～２７年の平均値

で、２．６ｔ、１６０万円まで減少している。漁業者の関心も高く、漁獲量、出荷サイズ等の自

主規制をしながら資源保護に取り組んでいる。 

 

（２）その他の関連する現状等 

当地域は、佐渡の表玄関と言われる両津港の背後に位置している。観光客が多く来島することも

あり、冬の味覚を堪能して頂くことによる販売促進効果を期待し、毎年、カキ祭りを実施してい

る。 

 

３ 活性化の取組方針 

（１）基本方針 

１．漁業収入向上のための取組 

① カキの品質管理と販路の拡大 

・臭みが少なく、カキの旨みを味わうことができるという加茂湖産カキの特徴を、パンフレット

等で PRし、ブランド力アップ及び顧客拡大を図る。 

・小さい・傷物などの規格外のカキを、漁協が漁業者から買い取ることにより漁業者の収入増加

を図る。漁協は加工業者等と協力して、加工品の製作・販売を行うことにより、漁協収益の向

上を図る。 

・水揚後の荷捌き（効率の良いカキ剥き方法・剥き身の洗浄方法や袋の充填水等の衛生管理方

法・袋詰めの量目や袋の閉じ方・箱詰め時の保冷管理方法や、表示方法の統一化）等のマニュ

アル作成による、品質の向上及び商品の統一化を行い、販売単価の底上げ、向上を図る。 

・出荷規格（量目、パッケージデザイン、包装形態等）等の見直しと、機械化による作業効率向

上により、市場単価に変動の少ない量販店への販路を確立し、平均単価の向上を図る。 

・殻付カキの販路を確立し売上増加を図ると共に、落ちカキキャッチャーを設置し、収益増及び

環境保全に努める。 

② 垂下式アサリ養殖生産手法の確立 

・垂下式アサリ養殖生産方法を確立させることで、従来のジョレン漁から水揚げ量の増加を図

る。 

・天然採苗技術の習得と活用により、資源管理及び水揚量の増加につなげる。 

③ ナマコの資源管理と種苗放流 

・資源が減少したナマコの資源管理方法を検討し、種苗放流することにより、永続的な水揚量確

保を目指す。 

④ 新規就業者の確保と担い手の育成 

・新規就業者を幅広く募集し、担い手の育成を行えるカキ剥き作業場等の研修場所を整備し、担

い手の育成を図る。 

 

２. 漁業コスト削減のための取組 

① カキ殻処理費用の漁業者負担軽減 

・カキ殻を利用した肥料の開発を進め、新しい販路の開拓を目指す。 

・カキ殻処理工場の収益を向上させ、漁業者負担を軽減させる。 

② 漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進 

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰に備える。 

  

（２）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

資源管理：アサリ漁及びナマコ漁の出荷期間、出荷量、サイズ規制をしている。 

休 漁 日：ナマコ漁を週三日とし、出荷サイズを１７０ｇ以上に自主規制をしている。 



 

(３)具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

１年目（平成 28年度） 

漁業収入向

上 

のための取

組 

以下の取組により漁業収入を基準年比０．０％向上させる。 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すことと

する。 

① カキの品質管理と販路の拡大 

・漁協と漁業者は、加茂湖産カキの特徴を県内の販売業者・量販店・飲食店へ PR

するためのパンフレットの製作を検討する。 

・漁協は、加工品に使用できる規格外のカキの実態を把握する。 

・漁協は、カキの出荷における鮮度保持、品質統一のため、行政や市場関係者と

連携し、水揚げ後の荷捌きなどに関するマニュアルの作成を検討する。 

・漁協と漁業者は、量販店で求められている小袋等での出荷に対応するため、宮

城県へ出荷規格等について視察を行う。 

・漁協と漁業者は、市場に流通していない殻付カキの販路を開拓するため、卸売

業者等を交え検討する。 

② 垂下式アサリ養殖生産手法の確立 

・漁協と漁業者は、アサリの垂下式養殖を行っている三重県へ視察に行き、垂下

式アサリ養殖技術を習得する。 

・漁協と漁業者は、カキ殻を利用した天然アサリ種苗生産試験を行う。 

・漁協と漁業者は、既存の漁場から漁獲したアサリを基に、垂下式アサリ養殖試

験を行う。 

③ ナマコの資源管理と種苗放流 

・漁協と漁業者は、佐渡なまこ研究会（仮称）と連携し、資源が減少したナマコ

の資源回復・管理のための方法を検討する。 

④ 新規就業者の確保と担い手の育成 

・漁協は、新規就業者を募集する方法及び受入体制を検討する。 

 

漁業コスト

の削減のた

めの取組 

以下の取組により漁業コストを基準年より０．０％削減する。 

① カキ殻処理費用の漁業者負担軽減 

・漁業者が負担しているカキ殻処理及びカキ殻工場の経費を軽減するため、漁協

は、カキ殻乾燥施設の整備によるカキ殻を利用した肥料の開発・販売を検討す

る。 

② 漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進 

・漁協と漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油

価格の高騰に備える。 

 

活用する支

援措置等 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・離島漁業再生支援交付金 

 

  



２年目（平成 29年度） 

漁業収入向

上 

のための取

組 

以下の取組により漁業収入を基準年比０．１％向上させる。 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すことと

する。 

 

① カキの品質管理と販路の拡大 

・漁協と漁業者は、加茂湖産カキの特徴を PRするパンフレットを製作し、卸売業

者・仲卸業者等に配布するほか、イベントでも活用する。 

・漁協は、規格外のカキを使い、佐渡総合高校・島内加工業者と協力して加工品

の試作を行う。 

・漁協は、行政や市場関係者と連携し、水揚げ後の荷捌きなどに関するマニュア

ルの内容を検討し、決定する。 

・漁協と漁業者は、視察を踏まえて、県内の量販店への販売に対応するため、出

荷規格の検討を行う。 

・漁協と漁業者は、卸売業者・仲卸業者と連携し、殻付カキの試験出荷を開始す

る。 

・漁業者は、漁業集落筏に落ちカキキャッチャーを設置し試験する。 

② 垂下式アサリ養殖生産手法の確立 

・漁協と漁業者は、カキ殻を利用した天然採苗試験の結果を検証し、垂下式養殖

試験を開始する。 

・漁協と漁業者は、カキ殻を利用した天然採苗を開始する。 

③ ナマコの資源管理と種苗放流 

・漁協と漁業者は、佐渡なまこ研究会（仮称）と連携し、ナマコの資源管理のた

めのマニュアルを作成し、漁業者への指導を徹底する。 

・漁協と漁業者は、ナマコの生息場所・生息数の調査を行う。 

④ 新規就業者の確保と担い手の育成 

・漁協と漁業者は、新規漁業就業者総合支援事業等を活用し、就業者の確保・育

成を図る。新規就業者 1名の加入を目指す。 

 

漁業コスト

の削減のた

めの取組 

以下の取組により漁業コストを基準年より０．０％削減する。 

① カキ殻処理費用の漁業者負担軽減 

・漁協は、カキ殻乾燥施設の設置によりカキ殻を利用した肥料を開発し、トンパ

ック及びトラック直接引き取りによる試験販売を実施する。 

・カキ殻肥料内容成分を試験し、肥料登録を行うとともにカキ殻肥料のパッケー

ジデザインを検討する。 

② 漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進 

・漁協と漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油

価格の高騰に備える。 

 

活用する支

援措置等 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・離島漁業再生支援交付金 

・浜の活力再生交付金 

 



３年目（平成 30年度） 

漁業収入向

上 

のための取

組 

以下の取組により漁業収入を基準年比１．４％向上させる。 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すことと

する。 

 

① カキの品質管理と販路の拡大 

・漁協と漁業者は、加茂湖産カキの特徴を PRするパンフレットを製作し、卸売業

者・仲卸業者等に配布するほか、イベントでも活用する。 

・漁協は、規格外のカキの佃煮等を、佐渡総合高校・島内加工業者等に開発製造

を委託し、イベント等で試験販売する。併せて作業効率の向上を図るため、加

工施設の整備を検討する。 

・漁協は、行政や市場関係者と連携し、水揚げ後の荷捌きなどに関する品質保

持、製品管理のマニュアルを作成し、漁業者へ配布する。また、定期的な巡回

等の指導を徹底していく。 

・漁協と漁業者は、県内の量販店への販売に対応するため、新しい出荷規格で試

験販売を行う。また、漁協は、より多くの量販店への出荷に対応するため、全

自動包装機・計量器等の導入を検討する。 

・漁協と漁業者は、卸売業者・仲卸業者と連携し、殻付カキの試験出荷を踏まえ

て規格を決定し、販売を開始する。 

・漁業者は、漁業集落筏に設置した落ちカキキャッチャーの効果を検証し、その

結果を周知し、検討会等を開催する。 

② 垂下式アサリ養殖生産手法の確立 

・漁協と漁業者は、アサリの垂下式養殖方法の効果を検証し、漁業者に周知・検

討し、状況によっては垂下式養殖を開始する。 

・漁業者は、カキ殻を利用した採苗器の増設により天然採苗の拡大を図る。 

③ ナマコの資源管理と種苗放流 

・漁協と漁業者は、佐渡なまこ研究会（仮称）と連携し、生息調査を踏まえ、ナ

マコの種苗放流場所を決定し、放流を開始する。 

④ 新規就業者の確保と担い手の育成 

・漁協と漁業者は、新規漁業就業者総合支援事業等を活用し、就業者の確保・育

成を図る。新規就業者 1名の加入を目指す。累計 2名。 

 

漁業コスト

の削減のた

めの取組 

以下の取組により漁業コストを基準年より０．４％削減する。 

① カキ殻処理費用の漁業者負担軽減 

・漁協は、農協向けにカキ殻を利用した 20㎏袋肥料の販売をはじめる。 

② 漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進 

・漁協と漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油

価格の高騰に備える。 

 

活用する支

援措置等 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・離島漁業再生支援交付金 

・浜の活力再生交付金 

  



４年目（平成 31年度） 

漁業収入向

上のための

取組 

以下の取組により漁業収入を基準年比３．２％向上させる。 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すことと

する。 

 

① カキの品質管理と販路の拡大 

・漁協と漁業者は、加茂湖産カキの特徴を PR するパンフレットを製作し、量販

店・飲食店に配布するほか、販売促進イベント等でも活用する。 

・漁協は、加工施設を整備し、島内加工業者と協力し、島内のスーパーにカキ佃

煮等を販売する。 

・漁業者は、品質保持、製品管理のマニュアルに基づき出荷し、漁協は継続して

指導する。 

・漁協と漁業者は、県内の量販店への販売に対応するため、新しい出荷規格での

試験販売を踏まえ、本格販売を開始する。また、漁協は、より多くの量販店へ

の出荷に対応するため、全自動包装機・計量器等を導入する。 

・漁協と漁業者は、卸売業者等と連携し、県内向けに殻付カキを販売していく。 

・漁業者は、落ちカキキャッチャーを自らの筏に設置し、カキの落下防止に努め

る。 

② 垂下式アサリ養殖生産手法の確立 

・漁業者は、カキ殻を利用した天然採苗と垂下式養殖の拡大を図る。 

・漁業者は、垂下式養殖のアサリの出荷を開始する。 

・漁協は、カキ殻を利用した天然採苗と垂下式養殖のマニュアル作成を検討す

る。 

③ ナマコの資源管理と種苗放流 

・漁協と漁業者は、佐渡なまこ研究会(仮称)と連携し、放流を行う。併せて、資

源保護のため、ナマコ増殖礁等の設置を検討する。 

④ 新規就業者の確保と担い手の育成 

・漁協と漁業者は、新規漁業就業者総合支援事業等を活用し、就業者の確保・育

成を図る。新規就業者 1名の加入を目指す。累計 3名。 

 

漁業コスト

の削減のた

めの取組 

以下の取組により漁業コストを基準年より０．８％削減する。 

① カキ殻処理費用の漁業者負担軽減 

・漁協は、カキ殻を利用した肥料を農協・ホームセンター等と交渉し販売してい

く。 

・漁協は、カキ殻肥料の生産増大のため、カキ殻処理工場の新設を検討する。 

・漁協は、カキ付着物・定置網付着物・魚腸骨等を利用した肥料の製作及び販売

を検討する。 

② 漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進 

・漁協と漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油

価格の高騰に備える。 

 

活用する支

援措置等 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・離島漁業再生支援交付金 

・浜の活力再生交付金 

 

  



５年目（平成 32年度） 

漁業収入向

上のための

取組 

以下の取組により漁業収入を基準年比６．４％向上させる。 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すことと

する。 

 

① カキの品質管理と販路の拡大 

・漁協と漁業者は、加茂湖産カキの特徴を PR するパンフレットを製作し、量販

店・飲食店に配布するほか、販売促進イベント等でも活用する。 

・漁協と漁業者は、島外の量販店等に、カキ佃煮等の販売をし、売上の増加に努

める。 

・漁業者は、品質保持、製品管理のマニュアルに基づき出荷し、漁協は継続して

指導する。 

・漁協と漁業者は、量販店からの要望に応え、全自動包装機・計量器等を活用

し、更に販路を拡大していく。 

・漁協と漁業者は、卸売業者等と連携し、県内外に殻付カキを販売していく。 

・漁業者は、落ちカキキャッチャーを増設し、更なるカキの落下防止に努める。 

② 垂下式アサリ養殖生産手法の確立 

・漁業者は、垂下式養殖によるアサリ出荷を拡大し約１ｔの水揚げを目指す。 

・漁協は、カキ殻の再利用によるアサリ天然採苗方法と垂下式アサリ養殖方法の

マニュアルを作成し、漁業者へ配布する。 

③ ナマコの資源管理と種苗放流 

・漁協と漁業者は、佐渡なまこ研究会(仮称)と連携し、放流を行う。併せて、資

源保護のため、ナマコ増殖礁等を設置する。 

④ 新規就業者の確保と担い手の育成 

・漁協と漁業者は、新規漁業就業者総合支援事業等を活用し、新規就業者１名の

加入を目指す。累計４名。 

 

漁業コスト

の削減のた

めの取組 

以下の取組により漁業コストを基準年より３．８％削減する。 

① カキ殻処理費用の漁業者負担軽減 

・漁協は、カキ殻処理工場を新設し、カキ殻を利用した肥料の増産体制を整え

る。 

・漁協は、農協等へカキ付着物・定置網付着物・魚腸骨等を利用したミネラル肥

料の製作及び販売を開始する。 

② 漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進 

・漁協と漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油

価格の高騰に備える。 

 

活用する支

援措置等 

・新規漁業就業者総合支援事業 

・漁業経営セーフティーネット構築事業 

・離島漁業再生支援交付金 

・浜の活力再生交付金 

 

  



 (４)関係機関との連携 

再生委員会を中心に、行政・水産系統団体との連携を図り、取組の実現を目指す。 

 

４ 目標 

（１）数値目標 

漁業所得の向上  ％以上 

基準年 平成  年度 ：漁業所得         千円 

目標年 平成  年度 ：漁業所得         千円 

 

(２)上記の算出方法及びその妥当性 

 

 

 

 

 

５ 関連施策 

 活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

①新規漁業就業者総合        

支援事業 

 

②離島漁業再生支援交付

金 

         

③浜の活力再生交付金 

 

 

④漁業経営セーフティー

ネット構築事業 

・新規就業者の受入れと後継者確保のための環境づくり。 

 

 

・新規パッケージの作製、落ちカキキャッチャーの設置、ナマコ種

苗放流等。 

 

・新カキ殻工場の新設。 

・自動包装機・計量器施設等の整備。 

 

・燃油高騰に備え、漁業コスト削減。 

 


